
 職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年３月５日 

                                     岩手県人事委員会       

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第１号 

   職員の給与の支給に関する規則等の一部を改正する規則 

 （職員の給与の支給に関する規則の一部改正） 

第１条 職員の給与の支給に関する規則（昭和38年岩手県人事委員会規則第20号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第11条 給与条例第28条第１項及び給与等条例第23条第１項の

規定による届出は、扶養親族届（様式第１）又は電磁的方法

により行うものとする。 

第11条 給与条例第28条第１項及び給与等条例第23条第１項の

規定による届出は、扶養親族届又は電磁的方法により行うも

のとする。 

第12条 ［略］ 第12条 ［略］ 

２ 給与支給権者は、前項の規定により認定した職員の扶養親

族に係る事項その他の扶養手当の支給に関する事項を扶養手

当認定簿（様式第２）に記載し、又は電磁的方法により記録

するものとする。 

２ 給与支給権者は、前項の規定により認定した職員の扶養親

族に係る事項その他の扶養手当の支給に関する事項を扶養手

当認定簿に記載し、又は電磁的方法により記録するものとす

る。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

 （特殊勤務記録簿等）  （特殊勤務記録簿等） 

第16条 給与支給権者は、次の各号に掲げる特殊勤務手当の支

給に当たっては、当該各号に定める帳簿を作成し、所要事項

を記録しなければならない。 

 (１) 防疫等作業手当、有害物取扱手当及び衛生検査業務手

当 

防疫等作業 

有害物取扱  勤務記録簿（様式第３） 

第16条 給与支給権者は、次の各号に掲げる特殊勤務手当の支

給に当たっては、当該各号に定める帳簿を作成し、所要事項

を記録しなければならない。 

 (１) 次号に掲げる特殊勤務手当以外の特殊勤務手当（看護

師養成指導手当、職業訓練指導手当、農業研修業務手当及

び海外事務所勤務手当を除く。） 特殊勤務記録簿及び特

殊勤務手当整理簿 

   衛生検査業務  (２) 多学年学級担当手当、漁ろう手当、用船手当、航海手 

 (２) 放射線取扱手当 

放射線取扱勤務記録簿（様式第４） 

当、水産教育実習指導手当及び教育業務連絡指導手当 特

殊勤務手当整理簿 

 (３) 徴税手当、と畜検査手当、環境衛生検査等業務手当、

社会福祉業務手当、社会福祉施設等勤務手当、精神保健福

祉業務手当、公害防止等業務手当、犯則取締等手当、消防

訓練指導手当及び家畜保健衛生業務手当 

 

徴税業務 

と畜検査作業 

環境衛生検査等業務 

社会福祉業務 

社会福祉施設等 

精神保健福祉業務 

公害防止等業務 

犯則取締等 

 

 

 勤務記録簿（様式第５） 

 



消防訓練指導 

家畜保健衛生業務 

(４) 爆発物取締業務手当、種雄牛馬等取扱手当、用地交渉

等手当、坑内作業手当、深所作業手当、災害応急作業等手

当、道路上作業手当及び教員特殊業務手当 

 

爆発物取締業務 

種雄牛馬等取扱 

用地交渉等 

坑内作業    

深所作業 

災害応急作業等 

道路上作業 

教員特殊業務 

 勤務記録簿（様式第６） 

 

(５) 高所作業手当 

高所作業勤務記録簿（様式第７） 

(６) 刑事作業手当 

刑事作業勤務記録簿（様式第８） 

(７) 夜間特殊業務手当 

夜間特殊業務勤務記録簿（様式第９） 

(８) 航空手当 

航空業務勤務記録簿（様式第10） 

(９) 多学年学級担当手当 

多学年学級担当手当整理簿（様式第11） 

(10) 講師手当 

講師勤務記録簿（様式第12） 

(11) 漁ろう手当 

漁ろう手当整理簿（様式第13） 

(12) 用船手当 

用船手当整理簿（様式第14） 

 

(13) 航海手当及び水産教育実習指導手当  

  航海手当 
 整理簿（様式第15） 

 

  水産教育実習指導手当  

(14) 教育業務連絡指導手当 

教育業務連絡指導手当整理簿（様式第16） 

(15) 潜水手当 

潜水作業勤務記録簿（様式第17） 

 

２ 給与支給権者は、前項第１号から第８号まで、第10号及び

第15号に規定する手当については、当該各号に規定する勤務

記録簿のほか、整理簿（様式第18）を作成し、所要事項を記

録しなければならない。 

 

３ 給与支給権者は、一般職の任期付研究員の採用等に関する ２ 給与支給権者は、一般職の任期付研究員の採用等に関する



条例（平成12年岩手県条例第62号）第７条の規定の適用を受

ける任期付研究員に対し、毎月１回、第１項の特殊勤務記録

簿及び特殊勤務手当整理簿に記入する事項について報告を求

めることができる。 

条例（平成12年岩手県条例第62号）第７条の規定の適用を受

ける任期付研究員に対し、毎月１回、前項の規定により特殊

勤務記録簿及び特殊勤務手当整理簿に記入する事項について

報告を求めることができる。 

 （超過勤務等記録簿等）  （超過勤務等記録簿等） 

第22条 給与支給権者は、超過勤務手当、休日給、宿日直手当

及び夜勤手当（以下この条において「超過勤務手当等」とい

う。）の支給に当たっては超過勤務等記録簿（様式第19）を

、管理職員特別勤務手当の支給に当たっては管理職員特別勤

務実績簿（様式第20）及び管理職員特別勤務手当整理簿（様

式第21）を作成し、所要事項を記録しなければならない。た

だし、超過勤務手当等の支給に当たって、電磁的方法を使用

する場合は、人事委員会が別に定める方法により、所要事項

を記録するものとする。 

第22条 給与支給権者は、超過勤務手当、休日給、宿日直手当

及び夜勤手当（以下この条において「超過勤務手当等」とい

う。）の支給に当たっては超過勤務等記録簿を、管理職員特

別勤務手当の支給に当たっては管理職員特別勤務実績簿及び

管理職員特別勤務手当整理簿を作成し、所要事項を記録しな

ければならない。ただし、超過勤務手当等の支給に当たって

、電磁的方法を使用する場合は、人事委員会が別に定める方

法により、所要事項を記録するものとする。 

 （補則）  （補則） 

第35条 この規則の実施に関し必要な事項は、別に定める。 第35条 扶養親族届等の様式その他この規則の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１から様式第21までを削る。 

 （期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正） 

第２条 期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和39年岩手県人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （処分説明書の様式）  （処分説明書の様式） 

第７条の７ 給与条例第38条の３第５項（給与条例第39条第５

項及び第43条第９項において準用する場合を含む。）及び給

与等条例第29条の３第５項（給与等条例第30条第５項及び第

33条第９項において準用する場合を含む。）の説明書は、様

式によるものとする。 

第７条の７ 給与条例第38条の３第５項（給与条例第39条第５

項及び第43条第９項において準用する場合を含む。）及び給

与等条例第29条の３第５項（給与等条例第30条第５項及び第

33条第９項において準用する場合を含む。）の説明書は、別

に定める様式によるものとする。 

 （一時差止処分に関するその他の事項）  （一時差止処分に関するその他の事項） 

第７条の８ 第７条の２から前条までに定めるもののほか、一

時差止処分に関し必要な事項は、人事委員会が定める。 

第７条の８ 第７条の２から前条までに定めるもののほか、前

条の説明書の様式その他一時差止処分に関し必要な事項は、

人事委員会が定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式を削る。 

 （住居手当に関する規則の一部改正） 

第３条 住居手当に関する規則（昭和49年岩手県人事委員会規則第38号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （届出）  （届出） 

第５条 新たに給与条例第28条の５第１項又は給与等条例第23

条の４第１項の職員たる要件を具備するに至った職員は、当 

第５条 新たに給与条例第28条の５第１項又は給与等条例第23

条の４第１項の職員たる要件を具備するに至った職員は、当 



該要件を具備していることを証明する書類を添付して、住居

届（様式第１号）又は電磁的方法（電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって人

事委員会が定めるものをいう。以下同じ。）により、その居

住の実情等を速やかに任命権者（その委任を受けた者を含む

。以下同じ。）に届け出なければならない。住居手当を受け

ている職員の居住する住宅、家賃の額等に変更があった場合

についても、同様とする。 

該要件を具備していることを証明する書類を添付して、住居

届又は電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって人事委員会が定め

るものをいう。以下同じ。）により、その居住の実情等を速

やかに任命権者（その委任を受けた者を含む。以下同じ。）

に届け出なければならない。住居手当を受けている職員の居

住する住宅、家賃の額等に変更があった場合についても、同

様とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （確認及び決定）  （確認及び決定） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 任命権者は、前項の規定により住居手当の月額を決定し、

又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を住居手

当認定簿（様式第２号）に記載し、又は電磁的方法により記

録するものとする。 

２ 任命権者は、前項の規定により住居手当の月額を決定し、

又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を住居手

当認定簿に記載し、又は電磁的方法により記録するものとす

る。 

 （雑則）  （雑則） 

第10条 この規則の実施に関し必要な事項は、人事委員会が定

める。 

第10条 住居届等の様式その他この規則の実施に関し必要な事

項は、人事委員会が定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号及び様式第２号を削る。 

 （不利益処分についての審査請求に関する規則の一部改正） 

第４条 不利益処分についての審査請求に関する規則（昭和54年岩手県人事委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （代理人）  （代理人） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは代理人選

任（解任）届（様式第１号）により、主任代理人を指名し、

又は変更したときは主任代理人指名（変更）届（様式第２号

）により、速やかに人事委員会に届け出なければならない。

ただし、第５条第４項に規定する審査請求を代理人によって

行う場合については、当該代理人に係る代理人選任届の届出

を要しない。 

４ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは当該代理

人の氏名、住所、職業及び職名を記載した代理人選任（解任

）届により、主任代理人を指名し、又は変更したときは当該

主任代理人の氏名及び住所を記載した主任代理人指名（変更

）届により、速やかに人事委員会に届け出なければならない

。ただし、第５条第４項に規定する審査請求を代理人によっ

て行う場合については、当該代理人に係る代理人選任届の届

出を要しない。 

 （審査請求）  （審査請求） 

第５条 法第49条の２第１項の規定に基づく審査請求は、人事

委員会に対し、審査請求書（様式第３号）正副各１通を提出

して行わなければならない。 

第５条 法第49条の２第１項の規定に基づく審査請求は、人事

委員会に対し、審査請求書正副各１通を提出して行わなけれ

ばならない。 

 ２ 前項の審査請求書には、次に掲げる事項を記載するものと 

 する。 



 (１) 審査請求人の氏名 

  (２) 処分を受けた者の氏名、住所及び生年月日 

  (３) 処分を受けた者が現に職員である場合には、現在の所

属及び職 

(４) 処分を受けた者の当該処分を受けた当時の所属及び職 

  (５) 処分を行った者の職及び氏名 

  (６) 処分の内容及び処分を受けた年月日 

  (７) 処分があったことを知った年月日 

 (８) 法第49条第１項又は第２項に規定する処分説明書（以

下「処分説明書」という。）を受領した年月日（処分説明

書が交付されなかった場合には、その経緯） 

 (９) 処分に対する不服の理由 

 (10) 書面審理を請求するか口頭審理を請求するかの別及び

口頭審理を請求する場合には、公開又は非公開の別 

  (11) 審査請求の年月日 

２ ［略］ ３ ［略］ 

３ ［略］ ４ ［略］ 

４ 審査請求を代理人によって行う場合には、代理人の資格を

証明する事項を審査請求書に記載しなければならない。 

５ 審査請求を代理人によって行う場合には、第２項第２号か

ら第11号までに掲げる事項のほか当該代理人の氏名及び代理

人の資格を証明する事項を審査請求書に記載しなければなら

ない。 

 （審査請求書の記載事項変更の届出）  （審査請求書の記載事項変更の届出） 

第６条 審査請求人は、審査請求書の記載事項に変更が生じた

場合には、その都度、審査請求書記載事項変更届（様式第４

号）により、速やかに人事委員会に届け出なければならない

。 

第６条 審査請求人は、審査請求書の記載事項に変更が生じた

場合には、その都度、当該変更の内容及び理由を記載した審

査請求書記載事項変更届により、速やかに人事委員会に届け

出なければならない。 

 （審査の併合又は分離）  （審査の併合又は分離） 

第12条 ［略］ 第12条 ［略］ 

２ 前項の申請は、併合審査申請書（様式第５号）を提出して

行わなければならない。 

２ 前項の申請は、併合審査申請書を提出して行わなければな

らない。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （代表者）  （代表者） 

第13条 ［略］ 第13条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 審査請求人が代表者を選任し、又は解任したときは、代表

者選任（解任）届（様式第６号）により、人事委員会に届け

出なければならない。 

３ 審査請求人が代表者を選任し、又は解任したときは、当該

代表者の氏名及び住所を記載した代表者選任（解任）届によ

り、人事委員会に届け出なければならない。 

４～６ ［略］ ４～６ ［略］ 

 （証拠の申出等）  （証拠の申出等） 

第30条 ［略］ 第30条 ［略］ 

２ 当事者は、前項の申出を行うときは、証拠申出書（様式第 ２ 当事者は、前項の申出を行うときは、次に掲げる事項を記



７号）により行わなければならない。 載した証拠申出書により行わなければならない。 

 (１) 証拠方法 

(２) 証拠資料（書類、記録その他のあらゆる適切な事実及

び資料をいう。以下同じ。）の表示又は証人の氏名及び職

業 

 (３) 証拠資料の所在又は証人の住所 

 (４) 証明しようとする事項 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （書証等の提出要求）  （証拠資料の提出要求） 

第32条 人事委員会は、当事者の申出又は職権により文書又は

検証物（以下「書証等」という。）の証拠調べを行うときは

、その書証等を所持する者に対し、その提出を求めるものと

する。 

第32条 人事委員会は、証拠資料を所持する者に対し、その提

出を求めることができる。 

２ 前項の規定による書証等の提出要求は、書証等提出要求書

（様式第８号）により行うものとする。 

２ 前項の規定に基づく証拠資料の提出要求は、次に掲げる事

項を記載した証拠資料提出要求書により行うものとする。 

 (１) 証拠資料の提出を求める者の氏名 

(２) 証拠資料の提出期限及び提出を求める理由 

(３) 提出を求める証拠資料 

(４) 正当な理由なく証拠資料を提出しなかった場合又は虚

偽の事項を記載した証拠資料を提出した場合の法律上の制

裁 

 （証人の呼出し）  （証人の呼出し） 

第33条 ［略］ 第33条 ［略］ 

２ 前項の規定による証人の呼出しは、証人呼出状（様式第９

号）により行うものとする。 

２ 前項の規定による証人の呼出しは、次に掲げる事項を記載

した証人呼出状により行うものとする。 

 (１) 証人の氏名 

(２) 出席を求める日時及び場所 

(３) 証言を求めようとする事項 

(４) 正当な理由なく出席しなかった場合の法律上の制裁 

 （証人の宣誓）  （証人の宣誓） 

第34条 ［略］ 第34条 ［略］ 

２ 前項の宣誓は、証人が宣誓書（様式第10号）を朗読し、こ

れに署名なつ印して行わなければならない。 

２ 前項の宣誓は、証人が宣誓書を朗読し、これに署名なつ印

して行わなければならない。 

 ３ 前項の宣誓書には、良心に従って真実を述べ、何事も隠さ

ず、また、何事も付け加えないことを誓う旨が記載されてい

なければならない。 

 （口述書の提出要求）  （口述書の提出要求） 

第39条 ［略］ 第39条 ［略］ 

２ 前項の規定に基づく口述書の提出要求は、口述書提出要求

書（様式第11号）により行うものとする。 

２ 前項の規定に基づく口述書の提出要求は、次に掲げる事項

を記載した口述書提出要求書により行うものとする。 

 (１) 口述書の提出を求める者の氏名 



(２) 口述書の提出期限及び提出を求める理由 

(３) 口述書により証言を求めようとする事項 

(４) 正当な理由なく口述書を提出しなかった場合又は虚偽

の事項を記載した口述書を提出した場合の法律上の制裁 

 （当事者尋問）  （当事者尋問） 

第42条 ［略］ 第42条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 当事者は、前項の申出を行うときは、当事者尋問申出書（

様式第12号）により行わなければならない。 

３ 当事者は、前項の申出を行うときは、次に掲げる事項を記

載した当事者尋問申出書により行わなければならない。 

 (１) 尋問しようとする当事者の氏名 

(２) 本人又は代理人の別 

(３) 証明しようとする事項 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 （書証等の留置）  （証拠資料の留置） 

第45条 人事委員会は、必要があると認めるときは、第32条第

１項の規定により提出された書証等を留め置くことができる

。 

第45条 人事委員会は、必要があると認めるときは、第32条第

１項の規定に基づき提出された証拠資料を留め置くことがで

きる。 

２ 人事委員会は、裁決を行ったときは、前項の規定に基づき

留め置いた書証等を、遅滞なく、その提出した者に返還する

ものとする。 

２ 人事委員会は、裁決を行ったときは、前項の規定に基づき

留め置いた証拠資料を、遅滞なく、その提出した者に返還す

るものとする。 

 （審査請求の取下げ）  （審査請求の取下げ） 

第46条 ［略］ 第46条 ［略］ 

２ 前項の取下げは、審査請求取下書（様式第13号）を提出し

て行わなければならない。 

２ 前項の規定に基づく取下げは、審査請求取下書を提出して

行わなければならない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

４ 人事委員会は、第９条第１項の規定による通知を行った後

に第１項の取下げがあったときは、その旨を処分者に通知す

るものとする。 

４ 人事委員会は、第９条第１項の規定による通知を行った後

に第１項の規定に基づく取下げがあったときは、その旨を処

分者に通知するものとする。 

 （再審の請求）  （再審の請求） 

第53条 ［略］ 第53条 ［略］ 

２ 前項の請求は、裁決書又は打切決定書の送達のあった日の

翌日から起算して６月以内に再審請求書（様式第14号）正副

各１通を提出して行わなければならない。 

２ 前項の請求は、裁決書又は打切決定書の送達のあった日の

翌日から起算して６月以内に再審請求書正副各１通を提出し

て行わなければならない。 

 ３ 前項の再審請求書には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 (１) 再審請求人の氏名及び住所 

 (２) 裁決の内容 

 (３) 裁決書正本の送達を受けた年月日 

 (４) 再審を請求する理由 

 (５) 再審の請求の年月日 

 （雑則）  （雑則） 



第60条 この規則に定めるもののほか、処分についての審査請

求の手続及び審査の結果執るべき措置に関し必要な事項は、

別に定める。 

第60条 この規則に定めるもののほか、代理人選任（解任）届

等の様式その他処分についての審査請求の手続及び審査の結

果執るべき措置に関し必要な事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第14号までを削る。 

 （職員団体の登録等に関する規則の一部改正） 

第５条 職員団体の登録等に関する規則（昭和56年岩手県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （申請書等）  （申請書等） 

第２条 条例第２条第１項に規定する申請書は、職員団体登録

申請書（様式第１号）によるものとする。 

第２条 条例第２条第１項に規定する申請書は、職員団体登録

申請書によるものとする。 

２ 条例第２条第２項に規定する書類は、規約の作成若しくは

変更又は役員の選挙を地方公務員法（昭和25年法律第261号

）第53条第３項ただし書の規定に従い決定した連合体である

職員団体にあっては次に掲げる書類によるものとし、その他

の職員団体にあっては第１号から第３号までに掲げる書類に

よるものとする。 

２ 条例第２条第２項に規定する書類は、規約の作成若しくは

変更又は役員の選挙を地方公務員法（昭和25年法律第261号

）第53条第３項ただし書の規定に従い決定した連合体である

職員団体にあっては次に掲げる書類によるものとし、その他

の職員団体にあっては第１号から第３号までに掲げる書類に

よるものとする。 

 (１) 規約採択証明書（様式第２号）  (１) 規約採択証明書 

 (２) 役員選出証明書（様式第３号）  (２) 役員選出証明書 

 (３) 組織に関する証明書（様式第４号）  (３) 組織に関する証明書 

 (４) 代議員選出証明書（様式第５号）  (４) 代議員選出証明書 

 （届出書等）  （届出書等） 

第３条 条例第４条第２項に規定する届出書は、職員団体規約

変更届出書（様式第６号）、職員団体登録申請書記載事項変

更届出書（様式第７号）又は職員団体解散届出書（様式第８

号）によるものとする。 

第３条 条例第４条第２項に規定する届出書は、職員団体規約

変更届出書、職員団体登録申請書記載事項変更届出書又は職

員団体解散届出書によるものとする。 

２ 条例第４条第３項に規定する書類は、次の各号に掲げる場

合ごとに、規約の変更、役員の選挙又は解散を法第53条第３

項ただし書の規定に従い決定した連合体である職員団体にあ

っては当該各号に定める書類及び代議員選出証明書によるも

のとし、その他の職員団体にあっては当該各号に定める書類

によるものとする。 

２ 条例第４条第３項に規定する書類は、次の各号に掲げる場

合ごとに、規約の変更、役員の選挙又は解散を法第53条第３

項ただし書の規定に従い決定した連合体である職員団体にあ

っては当該各号に定める書類及び代議員選出証明書によるも

のとし、その他の職員団体にあっては当該各号に定める書類

によるものとする。 

 (１)・(２) ［略］  (１)・(２) ［略］ 

 (３) 解散の届出の場合 解散決定証明書（様式第９号）  (３) 解散の届出の場合 解散決定証明書 

 （法人となる旨の申出書）  （法人となる旨の申出書） 

第４条 法第３条第１項の規定による法人となる旨の申出は、

法人となる旨の申出書（様式第10号）により行うものとする

。 

第４条 法第３条第１項の規定による法人となる旨の申出は、

法人となる旨の申出書により行うものとする。 

  （補則） 

 第５条 職員団体登録申請書等の様式その他この規則の実施に



関し必要な事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第10号までを削る。 

 （公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の審査の請求に関する規則の一部改正） 

第６条 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の審査の請求に関する規則（昭和56年岩手県人事委員会規

則第11号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （代理人）  （代理人） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは、代理人

選任（解任）届（様式第１号）により、速やかに人事委員会

に届け出なければならない。 

２ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは、当該代

理人の氏名、住所及び職業を記載した代理人選任（解任）届

により、速やかに人事委員会に届け出なければならない。 

 （審査請求）  （審査請求） 

第５条 法第５条第１項の規定に基づく審査請求は、人事委員

会に対し、審査請求書（様式第２号）正副各１通を提出して

行わなければならない。 

第５条 法第５条第１項の規定に基づく審査請求は、人事委員

会に対し、審査請求書正副各１通を提出して行わなければな

らない。 

 ２ 前項の審査請求書には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 (１) 審査請求者の氏名 

 (２) 災害を受けた者の氏名、住所及び生年月日 

 (３) 災害を受けた者の現在の所属及び職名 

 (４) 災害を受けた者の当該災害を受けた当時の所属及び職 

  名 

(５) 審査請求者が災害を受けた者以外の者であるときは、

当該者の氏名、住所及び生年月日並びに災害を受けた者と

の続柄又は関係 

 (６) 災害の発生年月日、発生場所及び種類 

 (７) 補償の実施機関 

 (８) 補償の実施の通知年月日及び通知の内容 

 (９) 審査請求の趣旨 

 (10) 審査請求をする理由 

 (11) 審査請求の年月日 

 （審査請求書の記載事項変更の届出）  （審査請求書の記載事項変更の届出） 

第６条 審査請求者は、審査請求書の記載事項に変更が生じた 第６条 審査請求者は、審査請求書の記載事項に変更が生じた 

ときは、その都度、審査請求書記載事項変更届（様式第３号

）により、速やかに人事委員会に届け出なければならない。 

ときは、その都度、当該変更の内容及び理由を記載した審査

請求書記載事項変更届により、速やかに人事委員会に届け出

なければならない。 

 （審査請求の承継）  （審査請求の承継） 

第13条 ［略］ 第13条 ［略］ 

２ 前項の場合において、相続人は、審査請求承継届（様式第 ２ 前項の場合において、相続人は、審査請求承継届に、相続



４号）に、相続の事実を証する書面を添えて、人事委員会に

届け出なければならない。 

の事実を証する書面を添えて、人事委員会に届け出なければ

ならない。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （審査請求の取下げ）  （審査請求の取下げ） 

第14条 ［略］ 第14条 ［略］ 

２ 前項の取下げは、審査請求取下書（様式第５号）を提出し

て行わなければならない。 

２ 前項の規定に基づく取下げは、審査請求取下書を提出して

行わなければならない。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （補則）  （補則） 

第19条 この規則に定めるもののほか、審査請求並びに審査及

び裁定の手続に関し必要な事項は、別に定める。 

第19条 この規則に定めるもののほか、代理人選任（解任）届

等の様式その他審査請求、審査及び裁定の手続に関し必要な

事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第５号までを削る。 

 （勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部改正） 

第７条 勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和57年岩手県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （代理人）  （代理人） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは代理人選

任（解任）届（様式第１号）により、主任代理人を指名し、

又は変更したときは主任代理人指名（変更）届（様式第２号

）により、速やかに人事委員会に届け出なければならない。

ただし、第５条第２項及び第６条第２項に規定する措置要求

を代理人によって行う場合については、当該代理人に係る代

理人選任届の届出を要しない。 

４ 当事者は、代理人を選任し、又は解任したときは当該代理

人の氏名、住所、職業及び職名を記載した代理人選任（解任

）届により、主任代理人を指名し、又は変更したときは当該

主任代理人の氏名及び住所を記載した主任代理人指名（変更

）届により、速やかに人事委員会に届け出なければならない

。ただし、第５条第２項及び第６条第２項に規定する措置要

求を代理人によって行う場合については、当該代理人に係る

代理人選任届の届出を要しない。 

 （措置要求）  （措置要求） 

第５条 法第46条の規定に基づく措置要求は、次条に規定する

場合を除くほか、人事委員会に対し、措置要求書（様式第３

号）正副各１通を提出して行わなければならない。 

第５条 法第46条の規定に基づく措置要求は、次条に規定する

場合を除くほか、人事委員会に対し、措置要求書正副各１通

を提出して行わなければならない。 

 ２ 前項の措置要求書には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 (１) 措置要求者の氏名、住所及び生年月日 

 (２) 措置要求者の所属及び職 

 (３) 措置要求事項 

 (４) 措置要求者又は当該措置要求者の所属する職員団体が

措置要求事項について当局と交渉を行った場合には、その

交渉経過の概要 



 (５) 措置要求する理由 

  (６) 措置要求の年月日 

２ 措置要求を代理人によって行う場合には、代理人の資格を

証明する事項を措置要求書に記載しなければならない。 

３ 措置要求を代理人によって行う場合には、前項各号に掲げ

る事項のほか当該代理人の氏名及び代理人の資格を証明する

事項を措置要求書に記載しなければならない。 

 （共同的措置要求）  （共同的措置要求） 

第６条 ２人以上の措置要求者が共同的に同一内容の措置要求

を行う場合は、当該措置要求者（以下「共同的措置要求者」

という。）は、そのうちから代表者１人を選任の上、当該代

表者を通じて、措置要求書（様式第４号）正副各１通を提出

しなければならない。 

第６条 ２人以上の措置要求者が共同的に同一内容の措置要求

を行う場合は、当該措置要求者（以下「共同的措置要求者」

という。）は、そのうちから代表者１人を選任の上、当該代

表者を通じて、措置要求書正副各１通を提出しなければなら

ない。 

 ２ 前項の措置要求書には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 (１) 代表者の氏名、住所及び生年月日 

 (２) 代表者の所属及び職 

 (３) 代表者を除く措置要求者の人数及び当該措置要求者に 

 係る前条第２項第１号及び第２号に掲げる事項 

 (４) 措置要求事項 

 (５) 共同措置要求者又は当該共同措置要求者の所属する職

員団体が措置要求事項について当局と交渉を行った場合に

は、その交渉経過の概要 

  (６) 措置要求する理由 

 (７) 措置要求の年月日 

２ 前項の措置要求を代理人によって行う場合には、前条第２

項の規定を準用する。 

３ 第１項の措置要求を代理人によって行う場合には、前条第

３項の規定を準用する。 

 （代表者）  （代表者） 

第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 

２ 共同的措置要求者は、代表者を選任し、又は解任したとき

は、代表者選任（解任）届（様式第５号）により、速やかに

人事委員会に届け出なければならない。 

２ 共同的措置要求者は、代表者を選任し、又は解任したとき

は、当該代表者の氏名及び住所を記載した代表者選任（解任

）届により、速やかに人事委員会に届け出なければならない

。 

３～５ ［略］ ３～５ ［略］ 

 （措置要求書の記載事項変更の届出）  （措置要求書の記載事項変更の届出） 

第８条 措置要求者は、措置要求書の記載事項に変更が生じた

ときは、その都度、措置要求書記載事項変更届（様式第６号

）により、速やかに人事委員会に届け出なければならない。 

第８条 措置要求者は、措置要求書の記載事項に変更が生じた

ときは、その都度、当該変更の内容及び理由を記載した措置

要求書記載事項変更届により、速やかに人事委員会に届け出

なければならない。 

 （措置要求の取下げ）  （措置要求の取下げ） 

第22条 ［略］ 第22条 ［略］ 

２ 前項の取下げは、措置要求取下書（様式第７号）を提出し ２ 前項の規定に基づく取下げは、措置要求取下書を提出して 

て行わなければならない。 行わなければならない。 



３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 （補則）  （補則） 

第31条 この規則に定めるもののほか、措置要求及び審査、判 第31条 この規則に定めるもののほか、代理人選任（解任）届 

定の手続並びに審査、判定の結果執るべき措置に関し必要な

事項は、別に定める。 

等の様式その他措置要求、審査及び判定の手続並びに審査、

判定の結果執るべき措置に関し必要な事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第７号までを削る。 

 （単身赴任手当に関する規則の一部改正） 

第８条 単身赴任手当に関する規則（平成２年岩手県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （届出）  （届出） 

第７条 新たに給与条例第29条の２第１項若しくは第３項又は

給与等条例第24条の２第１項若しくは第３項の職員たる要件

を具備するに至った職員は、当該要件を具備していることを

証明する書類を添付して、単身赴任届（様式第１号）又は電

磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法であって人事委員会が定めるものを

いう。以下同じ。）により、配偶者等との別居の状況等を速

やかに任命権者（その委任を受けた者を含む。以下同じ。）

に届け出なければならない。単身赴任手当を受けている職員

の住居、同居者、配偶者等の住居等に変更があった場合につ

いても、同様とする。 

第７条 新たに給与条例第29条の２第１項若しくは第３項又は

給与等条例第24条の２第１項若しくは第３項の職員たる要件

を具備するに至った職員は、当該要件を具備していることを

証明する書類を添付して、単身赴任届又は電磁的方法（電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって人事委員会が定めるものをいう。以下同じ

。）により、配偶者等との別居の状況等を速やかに任命権者

（その委任を受けた者を含む。以下同じ。）に届け出なけれ

ばならない。単身赴任手当を受けている職員の住居、同居者

、配偶者等の住居等に変更があった場合についても、同様と

する。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （確認及び決定）  （確認及び決定） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 任命権者は、前項の規定により単身赴任手当の月額を決定

し、又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を単

身赴任手当認定簿（様式第２号）に記載し、又は電磁的方法

により記録するものとする。 

２ 任命権者は、前項の規定により単身赴任手当の月額を決定

し、又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を単

身赴任手当認定簿に記載し、又は電磁的方法により記録する

ものとする。 

 （雑則）  （雑則） 

第11条 この規則の実施に関し必要な事項は、人事委員会が定

める。 

第11条 単身赴任届等の様式その他この規則の実施に関し必要

な事項は、人事委員会が定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号及び様式第２号を削る。 

 （行政手続法に基づき岩手県人事委員会が行う聴聞の手続に関する規則の一部改正） 

第９条 行政手続法に基づき岩手県人事委員会が行う聴聞の手続に関する規則（平成６年岩手県人事委員会規則第21号）の一部を

次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （聴聞の期日又は場所の変更）  （聴聞の期日又は場所の変更） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 



２ 前項の申出は、聴聞期日（場所）変更申出書（様式第１号

）により行わなければならない。 

２ 前項の規定に基づく申出は、聴聞の件名及び聴聞の期日又

は場所の変更を求める理由を記載した聴聞期日（場所）変更

申出書により行わなければならない。 

３ 委員会は、第１項の申出により、又は職権により聴聞の期

日又は場所を変更することができる。 

３ 委員会は、第１項の規定に基づく申出により、又は職権に

より聴聞の期日又は場所を変更することができる。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

 （代理人が資格を失った場合の手続）  （代理人が資格を失った場合の手続） 

第４条 法第16条第４項（法第17条第３項において準用する場

合を含む。）の書面は、代理人資格喪失届（様式第２号）と

する。 

第４条 法第16条第４項（法第17条第３項において準用する場

合を含む。）の規定による届出は、当該代理人の氏名及び住

所を記載した代理人資格喪失届により行わなければならない

。 

 （参加人の参加許可の手続）  （参加人の参加許可の手続） 

第５条 法第17条第１項の許可の申請は、聴聞の期日の１週間

前までに、参加許可申請書（様式第３号）により行わなけれ

ばならない。 

第５条 法第17条第１項の許可の申請は、聴聞の期日の１週間

前までに、聴聞の件名及び当該聴聞の手続に参加する理由を

記載した参加許可申請書により行わなければならない。 

 （文書等の閲覧の手続）  （文書等の閲覧の手続） 

第６条 法第18条第１項の資料の閲覧の請求は、資料閲覧請求

書（様式第４号）により行わなければならない。ただし、聴

聞の期日における審理の進行に応じて必要となった資料の閲

覧については、口頭で求めることができる。 

第６条 法第18条第１項の資料の閲覧の請求は、聴聞の件名及

び閲覧をしようとする資料の内容を記載した資料閲覧請求書

により行わなければならない。ただし、聴聞の期日における

審理の進行に応じて必要となった資料の閲覧については、口

頭で求めることができる。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

 （補佐人の出頭許可の手続等）  （補佐人の出頭許可の手続等） 

第８条 法第20条第３項の許可の申請は、聴聞の期日の４日前 第８条 法第20条第３項の許可の申請は、聴聞の期日の４日前 

までに、補佐人出頭許可申請書（様式第５号）により行わな

ければならない。ただし、同項の許可を受けた当事者又は参

加人が、当該許可に係る補佐人及びその補佐する事項につい

て、法第22条第２項本文（法第25条後段において準用する場

合を含む。）の規定により通知された聴聞の期日における法

第20条第３項の許可を受けようとするときは、当該聴聞の期

日までに口頭で求めることができる。 

までに、聴聞の件名及び期日並びに出頭する補佐人の氏名、

住所、補佐する事項及び補佐人を必要とする事項を記載した

補佐人出頭許可申請書により行わなければならない。ただし

、同項の許可を受けた当事者又は参加人が、当該許可に係る

補佐人及びその補佐する事項について、法第22条第２項本文

（法第25条後段において準用する場合を含む。）の規定によ

り通知された聴聞の期日における法第20条第３項の許可を受

けようとするときは、当該聴聞の期日までに口頭で求めるこ

とができる。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （聴聞の期日における審理の公開）  （聴聞の期日における審理の公開） 

第10条 ［略］ 第10条 ［略］ 

２ 前項の公開の請求は、聴聞の期日の１週間前までに、公開

請求書（様式第６号）により行わなければならない。 

２ 前項の公開の請求は、聴聞の期日の１週間前までに、公開

請求書により行わなければならない。 

 （聴聞調書及び報告書の閲覧の手続）  （聴聞調書及び報告書の閲覧の手続） 

第13条 法第24条第４項の聴聞調書及び報告書の閲覧の請求は 第13条 法第24条第４項の聴聞調書及び報告書の閲覧の請求は 

、聴聞調書（報告書）閲覧請求書（様式第７号）により、聴 、聴聞の件名及び閲覧をしようとする調書又は報告書の別を 



聞の終結前にあっては主宰者に、聴聞の終結後にあっては委

員会に提出して行わなければならない。 

記載した聴聞調書（報告書）閲覧請求書により、聴聞の終結

前にあっては主宰者に、聴聞の終結後にあっては委員会に提

出して行わなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  （補則） 

 第14条 聴聞期日（場所）変更申出書等の様式その他この規則 

 の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第７号までを削る。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の職員の給与の支給に関する規則、期末手当及び勤勉手当に関する規則、住居手当に関する規則、不利

益処分についての審査請求に関する規則、職員団体の登録等に関する規則、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公

務災害補償の審査の請求に関する規則、勤務条件に関する措置の要求に関する規則、単身赴任手当に関する規則及び行政手続法

に基づき岩手県人事委員会が行う聴聞の手続に関する規則（以下「職員の給与の支給に関する規則等」という。）の規定による

別に定める様式又は人事委員会が定める様式は、この規則の施行の日以後に提出する届等又は交付する説明書等について適用し

、同日前に提出した届等又は交付した説明書等については、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の職員の給与の支給に関する規則等に規定する様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。 
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